
別紙２

基金造成事業実施状況調書

基金の 造成年月日 保管額 年利率 備 考

保有区分

円

合計額

（注）基金の保有区分は、保有形態別に記載すること。
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（別紙様式３）

平成　　年度　文部科学省・厚生労働省所管 （都道府県名）　　　　　　　　　　　

科 目 予 算 現 額 収 入 済 額 科 目 予 算 現 額
う ち
交付金相当額

支 出 済 額
う ち
交付金相当額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

（項）初等中等教育等振興費

（目）子育て支援対策
　　　臨時特例交付金

（目）子育て支援対策
　　　臨時特例交付金

（記入要領）

1

2

3

4

　「都道府県」の「科目」は、歳入にあっては款、項、目、節を、歳出にあっては、款、項、目をそれぞれ記入すること。

平成　　年度 子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）調書

　「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費
　支出額、流用増減等の区分を明らかにして記入すること。

　「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入すること。

国 都　　道　　府　　県

備　　考

歳　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

交 付 の
決 定 額

歳 出 予 算 科 目

　「国」の「歳出予算科目」は、項及び目（交付決定が目の細分において行われる場合は目の細分まで）を記載すること。

（項）子ども・子育て支援
　　　対策費
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改 正 後 現 行

別 紙 別 紙

安心こども基金管理運営要領 安心こども基金管理運営要領

第１ 通則 第１ 通則
（略） 子育て支援対策臨時特例交付金により都道府県に造成された基金（以下「基金」という。）の

管理、運用、取崩し等に係る事業（以下「基金事業」という。）及び基金を活用して行われる特
別対策事業（以下「特別対策事業」という。）については、この要領の定めるところによるもの
とする。

第２ 基金事業 第２ 基金事業
（１）基金の設置 （１）基金の設置

（略） 基金は、都道府県がこれを設置するものとする。

（２）基金の設置方法 （２）基金の設置方法
（略） 基金は、次の事項を条例等において規定するものとする。

① 基金の設置目的
② 基金の額
③ 基金の管理
④ 運用益の処理
⑤ 基金の処分

（３）基金事業の実施 （３）基金事業の実施
① 基金事業の実施計画の作成等 ① 基金事業の実施計画の作成等

ア 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、別添「子育て支援対策臨時特例交付金（安 ア 市町村（特別区を含む。以下「市町村」という。）は、平成２２年度末までの特別対
心こども基金）による特別対策事業」の２の⑥欄において事業ごとに規定する事業実施 策事業に係る計画を策定し、都道府県に報告するものとする。
期限（以下「事業実施期限」という。）までの特別対策事業に係る計画を策定し、都道
府県に報告するものとする。 イ 都道府県は、平成２２年度末までの特別対策事業に係る計画を策定するものとする。

イ 都道府県は、事業実施期限までの特別対策事業に係る計画を策定するものとする。 ウ 都道府県は、必要に応じ市町村が策定した特別対策事業に係る計画及び都道府県の特
ウ 都道府県は、必要に応じ市町村が策定した特別対策事業に係る計画及び都道府県の特 別対策事業に係る計画について調整を行い、平成２２年度末までの基金事業に係る計画
別対策事業に係る計画について調整を行い、事業実施期限のうち最も遅い日までの基金 を策定する。
事業に係る計画を策定する。 エ 都道府県は、市町村が平成２２年度末までの特別対策事業に係る計画を策定するにあ

エ 都道府県は、市町村が事業実施期限までの特別対策事業に係る計画を策定するにあた たり、予め市町村ごとの助成額の上限を提示することが出来るものとする。
り、あらかじめ市町村ごとの助成額の上限を提示することが出来るものとする。 また、都道府県は、基金事業に係る計画の見直しに伴い、必要に応じて市町村ごとの

また、都道府県は、基金事業に係る計画の見直しに伴い、必要に応じて市町村ごとの 上限を見直すことができるものとする。
上限を見直すことができるものとする。

② 基金の取崩し ② 基金の取崩し
都道府県は、基金事業に係る計画の範囲内で、都道府県及び市町村が行う特別対策事業 都道府県は、基金事業に係る計画の範囲内で、都道府県及び市町村が行う特別対策事業

に必要な経費を必要に応じ基金から取崩し、支出するものとする。 に必要な経費を必要に応じ基金から取崩し、支出するものとする。
ただし、事業実施期限の翌日以降実施した事業にかかる経費については、支出できない

ものとする。
③ 基金事業に係る計画の見直し ③ 基金事業に係る計画の見直し

都道府県は、必要に応じて基金事業に係る計画を見直すことができるものとする。 都道府県は、必要に応じて基金事業に係る計画を見直すことができるものとする。
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（４）運用益の処理 （４）運用益の処理
（略） 基金の運用によって生じた運用益は、当該基金に繰り入れるものとする。

（５）基金事業の中止 （５）基金事業の中止
（略） 都道府県は、基金事業を中止し、又は廃止する場合には、文部科学大臣及び厚生労働大臣の

承認を受けなければならない。

（６）基金の処分の制限 （６）基金の処分の制限
（略） 基金（（４）により繰り入れた運用益を含む。）は、特別対策事業を実施する場合を除き、

これを取崩してはならないものとする。

（７）事業の終了 （７）事業の終了
① 特別対策事業は事業実施期限をもって終了とする。また、基金事業は事業実施期限のう ① 基金事業及び特別対策事業の実施期限は、平成２２年度末までとし、その時点で基金を
ち最も遅い日が到来した時点で終了とし、その時点で基金を解散することとする。 解散することとする。
ただし、事業実施期限のうち最も遅い日が到来した時点における特別対策事業実施分の ただし、平成２２年度末における特別対策事業実施分の精算を目的として、必要に応

精算を目的として、必要に応じ、事業実施期限のうち最も遅い日の翌日から起算して９０ じ、平成２３年６月末まで基金事業を延長することができる。（この場合は、精算手続が
日間を限度に基金事業を延長することができる。（この場合は、精算手続が全て完了した 全て完了したうえで基金の解散を行うものとする。）
うえで基金の解散を行うものとする。） なお、基金事業の実施期限を延長した場合は、（３）の①のウの「２２年度末」を「２

なお、基金事業の実施期限を延長した場合は、（３）の①のウの「事業実施期限のうち ３年６月末」と読み替えるものとする。
最も遅い日」を「事業実施期限のうち最も遅い日の翌日から起算し９０日後」と読み替え
るものとする。

② 基金を解散する場合には、解散するときまでの基金の保有額、基金事業に係る保管の状 ② 基金を解散する場合には、解散するときまでの基金の保有額、基金事業に係る保管の状
況等必要な事項を文部科学大臣及び厚生労働大臣に別紙様式１により報告し、その指示を 況等必要な事項を文部科学大臣及び厚生労働大臣に別紙様式により報告し、その指示を受
受け、解散するときに有する基金の残余額を国庫に返還しなければならない。 け、解散するときに有する基金の残余額を国庫に返還しなければならない。

（８）区分ごとの精算
事業実施期限が到来した事業は、別添１３「高等技能訓練促進費等事業」にかかる分を除

き、別添の２の①欄の区分ごとに、⑦欄に掲げる時期までの収支について精算することとす
る。精算にあたっては、区分ごとの保有額、基金事業にかかる保管の状況等必要な事項を文部
科学大臣及び厚生労働大臣（平成２３年度分以降は厚生労働大臣）に精算時期の属する年の６
月末までに別紙様式２により報告し、その指示を受け、精算した区分の残余金を国庫に返還し
なければならない。
別添１３「高等技能訓練促進費等事業」に係る精算については、（７）の②によるものとす

る。

（９）事業実施状況報告 （８）事業実施状況報告
都道府県は、毎年度基金事業にかかる決算終了後速やかに、別紙様式１により事業実施状況 都道府県は、毎年度基金事業にかかる決算終了後速やかに、別紙様式により事業実施状況報

報告書を文部科学大臣及び厚生労働大臣（平成２３年度分以降は厚生労働大臣）に提出しなけ 告書を文部科学大臣及び厚生労働大臣に提出しなければならない。
ればならない。 なお、平成２２年度の事業実施状況報告については、（７）②によるものとする。

なお、事業実施期限のうち最も遅い日の属する年度の事業実施状況報告については、（７）
②によるものとする。

第３ 特別対策事業の実施 第３ 特別対策事業の実施
（１）特別対策事業の対象 （１）特別対策事業の対象

特別対策事業は、別添に掲げる事業とする。 特別対策事業は、別添「子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策
ただし、次に掲げる事業は、特別対策事業の対象としない。 事業」に掲げる事業とする。
① 国が別途定める国庫負担（補助）制度により、現に当該事業の経費の一部を負担し、又 ただし、次に掲げる事業は、特別対策事業の対象としない。
は補助している事業 ① 国が別途定める国庫負担（補助）制度により、現に当該事業の経費の一部を負担し、又

② 土地の買収又は整地に要する費用に対し補助を行う事業 は補助している事業
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② 土地の買収又は整地に要する費用に対し補助を行う事業

（２）特別対策事業の実施主体 （２）特別対策事業の実施主体
特別対策事業の実施主体は、都道府県及び市町村とする。 特別対策事業の実施主体は、都道府県及び市町村とする。
また、都道府県及び市町村は、別添１、２、４及び６から１２並びに１４から２１に掲げる また、都道府県及び市町村は、別添１から２及び４から８に掲げる事業者（以下「事業者」

事業者（以下「事業者」という。）への委託、補助又は助成等により事業を実施することがで という。）への委託、補助又は助成等により事業を実施することができるものとする。
きるものとする。

（３）市町村が行う特別対策事業に係る助成金の助成申請等 （３）市町村が行う特別対策事業に係る助成金の助成申請等
（略） ① 市町村は、特別対策事業を実施しようとする場合には、都道府県に対し特別対策事業に

係る助成金の助成申請を都道府県知事が定める様式により、都道府県知事に提出しなけれ
ばならない。

② 都道府県は、市町村から特別対策事業に係る助成金の助成申請を受けた場合には、審査
を行い、当該申請内容が適正と認められた場合に、当該市町村に対し助成金の助成を行う
ものとする。

③ 都道府県は、②の助成決定に基づき基金を取崩しこれを一般会計に繰り入れた上で、市
町村に対し助成金を助成するものとする。

その場合、都道府県の負担が生じる特別対策事業については、都道府県負担分を併せて
助成するものとする。

（４）特別対策事業の中止 （４）特別対策事業の中止
（略） ① 都道府県は、特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、文部科学大臣及び厚生労

働大臣に報告し、その指示を受けなければならない。
② 市町村は、特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事に報告し、そ
の指示を受けなければならない。

③ ②に基づき都道府県知事が指示する場合は、あらかじめ文部科学大臣及び厚生労働大臣
の指示を受けなければならない。

（５）事業実施報告 （５）事業実施報告
（略） 市町村は、特別対策事業の事業実施報告を都道府県知事が定める様式により、都道府県知事

に提出しなければならない。

第４ 特別対策事業を実施する場合の助成の条件 第４ 特別対策事業を実施する場合の助成の条件
（略） 特別対策事業を実施する場合には、次の条件が付されるものとする。

（１）都道府県が特別対策事業を実施する場合
① 助成対象事業（第３に規定する事業）に使用しなければならない。
② 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに特別対策事

業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具については、減
価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている耐用
年数を経過するまで、文部科学大臣及び厚生労働大臣の承認を受けないで、この特別対策
事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄し
てはならない。

③ 文部科学大臣又は厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった
場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

④ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した財産については、特別対策事業の完了
後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな
ければならない。

⑤ 特別対策事業にかかる予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、これを特別
対策事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）
の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。
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⑥ 特別対策事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において
も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならな
い。

（２）市町村が実施する特別対策事業に対して都道府県が助成金を助成する場合
都道府県は、市町村が実施する特別対策事業に対して、この基金を財源の一部として助成金

を助成する場合には、次の条件を付さなければならない。
① 特別対策事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、都道府県知事の承
認を受けなければならない。

② 特別対策事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事の承認を受けなければな
らない。

③ 特別対策事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合に
は、速やかに都道府県知事に報告してその指示を受けなければならない。

④ 特別対策事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、これを特別対
策事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の
属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

⑤ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに特別対策事
業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具については、減
価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている耐用
年数を経過するまで、都道府県知事の承認を受けないで、この特別対策事業の目的に反し
て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。

⑥ 都道府県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収
入の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。

⑦ 特別対策事業により取得し、又は効用の増加した財産については、特別対策事業の完了
後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな
ければならない。

⑧ 特別対策事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において
も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならな
い。

⑨ 市町村が①から⑧により付した条件に違反した場合には、この助成金の全部又は一部を
都道府県に納付させることがある。

⑩ ⑤により付した条件に基づき、都道府県知事が財産の処分を承認する場合には、あらか
じめ文部科学大臣又は厚生労働大臣の承認を受けなければならない。

（３）事業者に対し市町村が助成することにより実施する特別対策事業に対して都道府県が助成
金を助成する場合

都道府県は、市町村が事業者に対して助成し、特別対策事業を実施するために、この基金を
財源の一部として助成する場合には、次の条件を付さなければならない。

① （２）の②、③及び④に掲げる条件
② 市町村が事業者に対して、この助成金を助成する場合には、次の条件を付さなければな
らない。
ア 事業の内容のうち、次のものを変更する場合には、市町村長（特別区の区長を含む。
以下「市町村長」という。）の承認を受けなければならない。

（ア）建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。）
（イ）建物等の用途
（ウ）利用定員
イ 事業を中止し、又は廃止（一部の中止、又は廃止を含む。）する場合には、市町村長
の承認を受けなければならない。

ウ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、速や
かに市町村長に報告してその指示を受けなければならない。
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エ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得
し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械及び器具については、減価償却資産
の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定めている耐用年数を経
過するまで、市町村長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲
渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。

オ 市町村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入
の全部又は一部を市町村に納付させることがある。

カ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善
良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならな
い。

キ 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの助成金に係る消費税及び地方消
費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに市町村長に報告しなければならな
い。

なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であ
って、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税
及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき
報告を行うこと。

また、市町村長に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を市町村に
納付させることがある。

ク 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠
書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の
承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管してお
かなければならない。

ケ 事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供を
受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。

コ 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契
約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。

サ 事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど市町村が行う
契約手続の取扱いに準拠しなければならない。

③ ②により付した条件に基づき、市町村長が承認又は指示する場合には、あらかじめ都道
府県知事の承認又は指示を受けなければならない。

④ 事業者から財産処分による収入又は助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除
税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を都道府県に納
付させることがある。

⑤ 事業者が②より付した条件に違反した場合には、この助成金の全部又は一部を都道府県
に納付させることがある。

⑥ ③により付した条件に基づき、都道府県知事が財産の処分を承認する場合には、あらか
じめ文部科学大臣又は厚生労働大臣の承認又は指示を受けなければならない。

（４）（２）の⑥及び（３）の④により付した条件に基づき市町村から財産の処分による収入の
全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させること
がある。

（５）（２）の⑨及び（３）の⑤により付した条件に基づき市町村から納付させた場合には、そ
の納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。

（６）特別対策事業の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。

第５ 助成額の算定方法 第５ 助成額の算定方法
（１）特別対策事業の助成額は、次により算出する。 （１）特別対策事業の助成額は、次により算出する。
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なお、事業ごとに算出された交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを なお、事業ごとに算出された交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを
切り捨てるものとする。 切り捨てるものとする。
① 事業又は工事請負契約等を締結する単位ごとに、別添１から２２に定める対象経費の実 ① 事業又は工事請負契約等を締結する単位ごとに、別添１～９に定める対象経費の実支出
支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（学校法人及び社会福祉法人の場 額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（学校法人及び社会福祉法人の場合
合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 は、寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。

② （別表）補助基準額表に定める事業ごとに、算出した基準額の合計額を選定する。 ② （別表）補助基準額表に定める事業ごとに、算出した基準額の合計を選定する。
③ 事業ごとに、①により選定された額と②により算出した額とを比較して少ない方の額に ③ 事業ごとに、①により選定された額と②により算出した額とを比較していずれか少ない
別添の２の⑤欄に掲げる補助率を乗じて得た額の合計額の範囲内の額を助成額とする。 方の額に別添の２の④欄に掲げる補助率を乗じて得た額の合計額の範囲内の額を助成額と

する。

第６ その他 第６ その他
（１） （略） （１）都道府県は、市町村が行う特別対策事業に係る助成金の助成申請及び助成決定の事務に係

る手続き等の助成要綱を定め、実施するものとする。

（２）都道府県は、別添の２の①欄の区分ごとの交付額について、特別対策事業を実施するにあ （２）都道府県は、平成２１年３月５日２０文科初第１２７８号・厚生労働省発雇児第0305005号
たり、この各区分を超えて配分の変更をする場合は、厚生労働大臣の承認を受けなければな 文部科学事務次官・厚生労働事務次官連名通知の別紙「平成２０年度子育て支援対策臨時特
らない（別添の２の①欄の「２ 保育サービス等の充実（文部科学省関係）」と他の区分と 例交付金（安心こども基金）交付要綱」（以下「交付要綱」という。）に基づき決定された
の配分の変更は不可）。 交付要綱の４の（１）、（２）、（５）の区分ごとの交付額については、特別対策事業を実

施するにあたり、この各区分を超えて配分の変更をしてはならない（（３）と（４）の間で
の相互の区分ごとの交付額の変更は可能）。

（３） （略）
（３）都道府県は管内市町村、関係団体、社会福祉法人等に当該基金事業及び特別対策事業の趣

旨について十分な説明を行うとともに、市町村との連携を十分に行い、事務処理に遺漏のな
いよう取り扱われたい。
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別 添

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）による特別対策事業

（定義）

、「 」 、 。１ 本運営要領において 施設整備 とは 次の表の種類ごとに掲げる整備内容をいう

種 類 整 備 区 分 整 備 内 容

新 設 創 設 新たに施設を整備すること。

修 理 大 規 模 修 繕 等 既存施設について平成２０年６月１２日雇児発第0612002号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知「次世代育成支援対策施設整備交付金

における大規模修繕等の取扱いについて」を準用し整備をすること。

改 造 増 築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。

増 改 築 既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をするとともに既存

施設の改築整備（一部改築を含む ）をすること。。

（ 。）改 築 既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備 一部改築を含む

をすること。

整 備 老 朽 民 間 児 童 社会福祉法人が設置する施設について平成２０年６月１２日雇児発第

福 祉 施 設 整 備 0612001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「老朽民間児童福

祉施設等の整備について」を準用し改築整備（一部改築を含む ）を。

すること。

２ 本運営要領において 「特別対策事業」とは、次の表に掲げる事業をいい、 欄の実、 ④

施主体が②欄の事業内容を実施する場合、⑤欄に掲げる補助率を適用することとする。

国 都道府県 市町村

（１）保育所等整備事業 平成２２年度末

○保育所緊急整備事業（別添１）

 2/3 － 1/12

 1/2 －  1/4

○賃貸物件による保育所整備事業（別添２） 市町村  1/2 －  1/4

○子育て支援のための拠点施設整備事業（別添３） 市町村  1/2 －  1/2

○放課後児童クラブ設置促進事業（別添４）
指定都市
中核市

 1/3 －  2/3

上記以外
の市町村

 1/3  1/3  1/3

市町村  1/2 －  1/2 平成２２年度末

1
　
保
育
サ
ー

ビ
ス
等
の
充
実

（
文
部
科
学
省
関
係
を
除
く

）

平成２２年度末

　小学校内等において教材等の保管場所として使用されている空き教室等を、放
課後児童クラブを実施するために必要な建物改修、倉庫設備の設置のための経
費の補助を実施する。

（２）広域的保育所利用事業（別添５） 21年度交付要
綱４（１）ウ及び
エ自園の保育士による保育所入所児童の送迎サービスを実施する。

20年度交付要
綱４（１）

21年度交付要
綱４（１）ア及び
イ

市町村

　保育所（公立を除く）の施設整備費の補助を実施する。また、待機児童が多く、
財政力が乏しい市町村における保育所の新設等について、追加的財政措置を行
う。

○別添1の３（１）に該当する市町村

○別添1の３（２）に該当する市町村

　都市部を中心として、賃貸物件による保育所本園・分園の設置を促進するた
め、賃借料、改修費等の補助を実施する。   ※公立保育所を除く

　子育て支援のための拠点施設の施設整備費の補助を実施する。 

①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体
⑤補助率 ⑥事業実施期

限
⑦精算時期
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（３）家庭的保育改修等事業（別添６） 平成２２年度末

○家庭的保育改修等事業 市町村  1/2 －  1/2

○家庭的保育者研修事業 都道府県  1/2  1/2 －

市町村  1/2 －  1/2

（４）保育の質の向上のための研修事業等(別添７） 平成２２年度末

○保育の質の向上のための研修事業等 都道府県  1/2  1/2 －

市町村  1/2 －  1/2

○保育士再就職支援コーディネーター配置事業 都道府県  1/2  1/2 －

（５）認定こども園整備等事業 平成２２年度末

○認定こども園整備事業（厚生労働省関係）（別添８） 市町村  1/2 －  1/4

○認定こども園事業費（厚生労働省関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4

○認定こども園整備事業（文部科学省関係）（別添８） 市町村  1/2 －  1/4

○認定こども園事業費（文部科学省関係）（別添９） 市町村  1/2  1/4  1/4

平成２２年度末

○幼児教育の質の向上のための緊急環境整備（別添１０） 都道府県
1/2
1/3

－ －

○認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援（別添１１） 都道府県  1/2  1/2 －

市町村  1/2 －  1/2

平成２２年度末

２
　
保
育
サ
ー
ビ
ス
等
の
充
実

（
文
部
科
学
省
関
係

）

20年度交付要
綱４（２）

平成２２年度末

　認定こども園の施設整備費の補助を実施する。
※　学校法人等が対象

　認定こども園の事業費の補助を実施する。
 ※　学校法人等が対象

（６）認定こども園等の環境整備等事業

21年度交付要
綱４（２）アから
ウ

　幼児教育の質の向上のため、施設における遊具・運動用具・教具・衛生用品等
の環境整備やデジタルテレビ整備のための費用を支援する。

21年度交付要
綱４（２）エ

　認定こども園の緊急整備等に対応し、認定こども園における教育の質の向上に
関する研修、幼稚園・保育所の教職員の合同研修及び幼稚園と保育所等の連
携に係る研修の実施に必要な費用を支援する。

20年度交付要
綱４（４）　保育の質の向上のため、保育所等の保育士（現在、保育所等に勤務していない

保育士を含む。）等を対象に実施する研修費用及びアクションプログラム実践のた
めの事業の補助を実施する。

21年度交付要
綱４（１）キ　保育士の再就職支援を行う保育士再就職支援コーディネーターを配置する。

20年度交付要
綱４（１）

　認定こども園の施設整備費の補助を実施する。
※　社会福祉法人等が対象

　認定こども園の事業費の補助を実施する。
 ※　社会福祉法人等が対象

20年度交付要
綱４（３）

21年度交付要
綱４（１）オ及び
カ

　家庭的保育事業の実施場所に係る改修費及び賃借料の補助を実施する。

　家庭的保育者の研修を実施するための費用の補助を実施する。

国 都道府県 市町村
①区分 ②事業内容 ③交付額の根拠 ④実施主体

⑤補助率 ⑥事業実施期
限

⑦精算時期

地域子育て創生事業（別添１２） 平成２２年度末

都道府県
市町村

定額 － －

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県

都道府県

都道府県
市町村

都道府県
市町村

都道府県
市町村

３
　
す
べ
て
の
子
ど
も
・
家
庭
へ
の
支
援

平成２２年度末

・地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動の立ち上げ支援

21年度交付要
綱４（３）

・地域における子育て力を育み、コミュニティーの活性化等を図るためのきめ細や
かな子育て支援活動を促進するための支援

・経済的困難を抱える家庭や施設等で生活する子どもの健全な育成環境を確保
するための支援

・育児に悩みのある親の話の傾聴や育児・家事を協働して行うスタッフの派遣によ
り、育児期の孤立感や育児不安の解消を図るための支援（家庭支援スタッフ訪問
事業）

・放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進するための支援（放課後子
どもプラン連携促進事業）

・病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社
会基盤の構築を促進するための支援

・ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施を
促進するための支援

・安心・安全な出産に向けた妊婦等支援教室や家庭訪問等による支援（妊娠出
産前支援事業）

・地域子育て支援拠点の従事者や放課後児童健全育成事業の指導員資質の向
上を図るための支援、人材育成支援

・賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業
等を実施するための賃借料等の支援、病児・病後児保育事業に係る感染症対策
等に必要な備品費等の支援
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